
資料２－５

(1) 【所得税】 拡 充

(2) 【所得税】 新 設

(3) 【所得税等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新 設

(4) 【所得税等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新 設

(1) 【贈与税】
拡 充
延 長

(2) 【法人税等】
拡 充
延 長

(3) 【ゴルフ場利用税】 拡 充

(4) 【固定資産税等】
拡 充
延 長

(5) 【固定資産税等】 拡 充

(6) 【固定資産税等】 延 長

(1) 【法人税等】 新 設

(独)国立美術館、(独)国立文化財機構、(独)日本芸術文
化振興会、（独）国立科学博物館への寄附に係る税制措
置

２．教育、科学技術イノベーション、スポーツ、文化芸術の振興

独立行政法人の組織見直しに係る税制上の所要の措置等

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の拡充
(金融庁との共同要望)

試験研究を行った場合の法人税等の特別控除
（経済産業省等との共同要望）

ゴルフ場利用税の廃止

PFI法に規定する選定事業者が取得する国立大学の校舎に
係る課税標準の特例措置の延長

３．その他

公益社団・財団法人が所有・取得する重要無形文化財の
公演のための施設等に係る固定資産税等の特例措置の拡
充

登録有形文化財である家屋の敷地に係る課税標準の特例
措置の拡充

平成27年度文部科学省税制改正要望事項

学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の見直し

国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の導入

国立研究開発法人への寄附に係る税制措置
（内閣府、総務省、厚生労働省、国土交通省、環境省との共同要望）

１．寄附税制の拡充

※H26税制改正要望事項

平成２６年８月２９日

※

※

※

※

※



平成27年度文部科学省税制改正要望事項

１．寄附税制の拡充

学校法人 国立大学法人

独立行政法人
公益社団
・財団法人国立研究開発

法人
国立美術館等

所
得
税

所得控除 ○ ○ ○ ○ ○

税額控除

○
（PST要件） ×→○ ×→○ ×→○ ○

（PST要件）

法
人
税

指定寄附
（全額損
金算入）

○
（私学事業団を通
じた寄附）

○ ×→○ ×→○ ×

（PST要件削除）

要望

（参考）「平成26年度税制改正大綱」（平成２５年１２月１２日 自由民主党、公明党）
第三 検討事項

４ 寄附金税制については、これまでの制度拡充の効果等を踏まえ、所得控除による対応を基
本としている所得税において税額控除 を適用する場合の対象範囲等についての考え方や、
控除の選択制の適否を含めた控除方式のあり方等について、主要国の制度も参考にしつつ
総合的に検討し、早期に具体的な結論を得る。

（１）学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の見直し 【所得税】
拡充
※

（２）国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の導入 【所得税】
新設
※

（３）国立研究開発法人への寄附に係る税制措置
（内閣府、総務省、厚生労働省、国土交通省、環境省との共同要望）

【所得税】
新設
※

（４）(独)国立美術館、(独)国立文化財機構、(独)日本芸術文化振
興会、(独)国立科学博物館への寄附に係る税制措置 【所得税等】

新設
※

※昨年度要望事項

PST要件：①3000円以上の寄附者数が年平均100人以上 又は
②寄附金収入金額が経常収入金額の20％以上

要望 要望 要望

要望 要望

※寄附増加に向けては、税制だけでなく、別途寄附促進のための施策も概算要求。



寄附促進に向けた施策

１．寄附文化の醸成

◆寄附フォーラム・研修の開催

２．寄附受入れ体制の強化 ３．寄附促進制度の充実

◆寄附金の獲得・運用体制の充実支援

◆寄附金運用の弾力化

◆税額控除の拡充 〔平成27年度税制改正要望〕

◆寄附受入れ努力の基盤的経費への反映

・我が国の大学等事務局には寄附を集める専任のファンド
レイザー等が海外と比して圧倒的に不足しており、寄附
活動等の活発化を促す観点から、これら専任職員の大学
等における配置を支援・促進する。

・国立大学法人は、基金運用が安全資産に限定されてお
り、寄附金の活用を最大化する観点から、資産運用の弾
力化を検討する。

・東大の寄附部門職員は２０名程度
・恒常的に専任職員を配置している大学
国立大学39校中３校
※東京大学・野村證券共同研究：東大－野村 大学
経営ディスカッションペーパーNo.2「わが国の大学
の寄附募集の現状-全国大学アンケート結果-」
2007年11月

【米国】 【日本】

・ハーバード大の寄附部門専任職員
は４００名程度

・米国の州立大学の多くは、寄附募集
と受け入れた寄附の運用管理を目
的として「財団」を設立。

※1997 年時点で全体の9 割近い大学が財団を設
立（米国大学理事会協会（AGB）の調査）

2013ファンドレイジングフォーラム
（日本ファンドレイジング協会主催）

【特色ある寄附集めの例】

○京大カード（京大）

京都大学名のクレジット
カード。手数料の一部が
京大基金に還元される。

※国立大学は①国債，地方債，政府保証債等、②銀行等への預金、③信託業務を営
む金融機関への金銭信託しか余裕金の運用ができない。

118.2億
164.9億

平成21年度 平成24年度

１．４倍

○税額控除対象法人では寄附金額が増加。

・文部科学省が率先して各法人等での寄附集めを呼びかけるとともに、各法人等において実施
している特色ある寄附集め策についての共有を図るフォーラム・研修を開催する。あわせて、
寄附集め策については事例集を作成し、各法人等での共有を図る。事例集については大学
団体等とも連携し、大学関係者間での寄附募集への気運の醸成を図る。
※日本ファンドレイジング協会、ジャパントレジャーサミット等の団体と連携

・寄附金等の外部資金獲得に向けた取組に力を入れてい
る大学等については、国立大学法人運営費交付金又は
私学助成で評価する仕組みの導入等を行う。

・学校法人については、平成23年度から個人寄附への税
額控除が導入されているが、ＰＳＴ要件の撤廃とともに、
国立大学法人等への対象範囲の拡充を目指す。

○同窓会との協力（慶応大）
各卒業年度の三田会で25
年、50年を節目に募金活動を
実施。

寄附募集パンフレット

我が国における個人寄附の促進について

我が国の個人寄附は諸外国と比して少なく、まだまだ伸びる余地が大きい。

個人寄附 法人寄付 個人寄附者率

日本（2010年） 5182億円 7168億円 29.4％

米国（2011年） 23兆5767億円 1兆8746億円 57.9％

英国（2010年） 1兆5810億円 1054億円 55.0％

独国（2005年） 6160億円 NA NA

個人寄附は震災を契機に増加してきており、今後数兆円規模に膨らむ可能性。
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5,000

3,227

3,190

2,362

3,756
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個人寄附 震災寄附 個人会費

１ アイルランド

２ オーストラリア

３ オランダ

４ 英国

５ インドネシア、タイ

７ デンマーク

８ マルタ、ニュージーランド

■諸外国との寄附の比較（寄附白書2012、2013） ■世界寄附指数ランキング （内閣府「共助社会づくり懇談会」配布資料から）

■我が国の個人寄附の推移（寄附白書2012）

・・・

（億円）

■個人寄附の内訳（寄附白書2012）

◆経済財政運営と改革の基本方針2014 ～デフレから好循環拡大へ～（平成26 年6月24 日閣議決定）
３．魅力ある地域づくり、農林水産業・中小企業等の再生
（３）観光・交流等による都市・地域再生、地方分権、集約・活性化
（地域活性化）

地域の課題解決や活性化の重要な担い手であるＮＰＯやソーシャルビジネス等の育成などを通じて、活力あふれる共助社会づくりを推進するとともに、
共助の活動を資金面から支えるよう、関係府省が連携して寄附文化の醸成を推進していく。

宗教
33.0％

緊急災害支援
9.6％国際協力

9.6％教育研究
8.5％

国・都道府県・市町村 6.0％

自治体・町内会など 5.6％

共同募金会・日本赤十字 4.7％

社会貢献活動の中間支援 3.9％

政治献金 3.8％

子供・青少年育成 3.1％
芸術文化・スポーツ 2.2％

保健・医療・福祉 1.9％
自然・環境保全 1.4％

その他
6.8％

１０ カナダ、香港

１２ カンボジア

１３ 米国

１４ キプロス、ルクセンブルク、
スウェーデン

４０ 日本



２．教育、科学技術イノベーション、スポーツ、文化芸術の振興

（１）教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の拡充 【贈与税】
拡充
延長

祖父母等が孫等に対して教育費として一括贈与した資金に係る贈与税は、平成27年12月31日まで
非課税となっているが、以下の３点を措置する。
①非課税措置の恒久化
②非課税対象範囲の拡大や、口座開設手続等の簡素化
③直系尊属（祖父母等)以外から贈与を受けた場合にも贈与税非課税の対象とする。

（２）試験研究を行った場合の法人税等の特別控除

（経済産業省等との共同要望）
【法人税等】

拡充
延長

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除のうち、
①総額型の控除上限の引上げ措置の延長（法人税額の３０％）（平成２８年度まで）
②オープンイノベーション型（特別試験研究費税額控除制度）の拡充（控除率の引上げ等）を措置する。

現行制度 【創設年度：昭和４２年度、適用期限：増加型・高水準型はＨ２８年度末】

本体
（恒久措置）

【増加型】
試験研究費が過去3年平均より増加した
場合の控除制度

【高水準型】
試験研究費の対売上比率が10％を超えた
場合の控除制度選択

できる

【総額型】
試験研究費総額にかかる控除制度

＋

上乗せ措置
（平成28年度まで
の時限措置）

控除額＝試験研究費の総額×８～１０％
（中小企業者等（資本金１億円以下の法人等）の場合 １２％）

■その事業年度において上記控除額が控除上限を超
過した場合、超過部分 について翌年度に繰越可能
（試験研究費が翌年度に増加した場合のみ）

控除額＝試験研究費の増加額
×控除率（５～３０％）

【控除上限】
法人税額の30％
（平成26年度ま
での時限措置。
通常は20％）

【控除上限】
法人税額の１０％

控除額＝
売上高の10％を超える試験研
究費の額×控除率

【オープンイノベーション型】
公的研究機関・大学等との共同研究や委
託研究に要した費用（特別試験研究費）
にかかる控除制度

控除額＝特別試験研究費×１２％

祖父母、
おじ・おば、
篤志家等

使い残し

教育目的で
あらかじめ贈与

預入金

金融機関

教育資金を
まとめて贈与

払出し
（教育目的）

非課税

（限度額：
1,500万円）

教育費
として支出①

30歳に
達するまで

教育費
として支出③

教育費
として支出②

払出し

（教育目的）

小学校資金

大学資金

払出し
（教育目的）

高校資金

【非課税となる「教育費」の範囲
⇒拡大】

現状
（１）学校等の入学金、授業料など
（２）塾や、スポーツ又は文化芸術
をはじめとする習い事など

【贈与者の範囲⇒拡大】
新たに直系尊属（祖父母等）以外
からの贈与も対象とする

孫等

【非課税措置の期限を恒久化】



（３）ゴルフ場利用税の廃止 【ゴルフ場利用税】
拡充
※

国民スポーツ、生涯スポーツとして国民に広く親しまれ、また、2016年リオデジャネイロオリンピックで
の追加競技でもあるゴルフをプレーする際に課税されるゴルフ場利用税を廃止する。

（６）PFI法に規定する選定事業者が取得する国立大学の校舎に
係る課税標準の特例措置の延長

【固定資産税等】 延長

国立大学法人の施設設備に係るPFI事業（BOT方式）の選定事業者が、政府の補助を受けて整備す
る校舎に係る固定資産税、不動産取得税、都市計画税については、平成26年度末までは課税標準
を２分の１とする措置がなされているが、その期限を平成31年度末まで延長する。
※BOT方式とは、PFI事業者が施設の建設後、所有権を保持しまま、維持管理・運営を行う形式

３．その他

（１）独立行政法人の組織見直しに伴う税制上の所要の措置等 【法人税等】 新設

（独）大学評価・学位授与機構と（独）国立大学財務経営センターの統合、（独）日本原子力研究開
発機構の組織見直し及び国立研究開発法人日本医療研究開発機構の設立に伴い、税制上の所要
の措置を講ずる。また、被用者年金一元等に伴い、私立学校振興・共済事業団に係る税制上の所要
の措置を講ずる。

（４）公益社団・財団法人が所有・取得する重要無形文化財の公
演のための施設等に係る固定資産税等の特例措置の拡充

【固定資産税等】
拡充
延長

公益社団・財団法人が所有・取得する重要無形文化財
の公演のための施設(能楽堂)等に係る固定資産税、不動
産取得税、都市計画税の軽減措置（課税標準２分の１）に
ついて、平成２６年度末までの時限措置（２年）となって
いるところ、措置の恒久化を図る。

（５）登録有形文化財である家屋の敷地に係る課税標準の特例措
置の拡充

【固定資産税等】 拡充

登録有形文化財である家屋については、固定資産税、
都市計画税を2分の1に軽減する措置がなされているが、
その対象を家屋の敷地にも拡充する。

市町村

全国のゴルフプレー料金（H25）
1,939円（佐賀） ～ 12,714円（横浜）

うち、ゴルフ場利用税
1人1日につき 標準税率 800円

制限税率 1,200円

ゴルフ場利用税決算額
507億円（H24）

都道府県

ゴルフ場利用税交付金
354億円（H24）

廃

止

○消費税との二重の課
税の解消

○スポーツのうち2016
年オリンピック追加競
技であるゴルフのみ
に対する課税の解消

○スポーツ基本法の理
念「生涯スポーツ社
会」の実現へ寄与

固定資産税等の軽減

伝統芸能の
保存・継承
地域文化の
振興・活性化

登録建造物家屋
１／２課税 固定資産税・

都市計画税

登録建造物敷地
課税

登録建造物敷地
１／２課税

登録建造物家屋
１／２課税


